
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画の
位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で実
現するのか)

成果
(どのような効果が得
られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

986,000 986,000 986,000 2,958,000 1,553,000 1,553,000 4,659,000 1,609,000 1,609,000 1,609,000 1,609,000 6,436,000 14,053,000

986,000 944,400 975,255 2,905,655 1,582,000 1,609,140 4,744,140 1,772,000 1,266,000 892,000 872,000 4,802,000 12,451,795

947,480 1,052,615 1,277,963 3,278,058 1,536,740 1,461,665 4,352,405 1,296,609 776,638 922,513 857,194 3,852,954 11,483,417

493,000 493,000 493,000 1,479,000 776,000 776,000 2,328,000 804,000 804,000 804,000 804,000 3,216,000 7,023,000

493,000 472,200 487,627 1,452,827 781,000 804,570 2,361,570 886,000 633,000 446,000 436,000 2,401,000 6,215,397

473,740 526,307 638,981 1,639,028 768,370 730,832 2,176,202 648,304 388,319 461,256 428,597 1,926,476 5,741,706

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

763,000 763,000 763,000 2,289,000 1,257,000 1,257,000 3,771,000 908,000 908,000 908,000 908,000 3,632,000 9,692,000

763,000 730,200 788,490 2,281,690 1,237,000 907,720 3,401,720 1,000,000 1,116,000 785,000 767,000 3,668,000 9,351,410

740,740 858,618 1,057,923 2,657,281 866,880 1,247,029 3,217,909 1,105,920 766,465 824,112 512,092 3,208,589 9,083,779

494,000 494,000 494,000 1,482,000 778,000 778,000 2,334,000 805,000 805,000 805,000 805,000 3,220,000 7,036,000

494,000 472,200 487,628 1,453,828 406,000 804,570 1,988,570 888,000 635,000 447,000 437,000 2,407,000 5,849,398

473,740 526,310 638,983 1,639,033 768,370 730,834 2,177,404 648,307 388,320 461,259 428,597 1,926,483 5,742,920

2,736,000 2,736,000 2,736,000 8,208,000 4,364,000 4,364,000 13,092,000 4,126,000 4,126,000 4,126,000 4,126,000 16,504,000 37,804,000

2,736,000 2,619,000 2,739,000 8,094,000 4,006,000 4,126,000 12,496,000 4,546,000 3,650,000 2,570,000 2,512,000 13,278,000 33,868,000

2,635,700 2,963,850 3,613,850 9,213,400 3,940,360 4,170,360 11,923,920 3,699,140 2,319,742 2,669,140 2,226,480 10,914,502 32,051,822

委託料 委託料 委託料 委託料 委託料 委託料 委託料 委託料 委託料

778,000

4,364,000

実　績　額

予算計上額 1,257,000

地 方 債

実　績　額

計　画　額

国 費

道 費

実　績　額

予算計上額

そ の 他

1,553,000

1,354,000

予算計上額

1,553,000

実施３カ年
合　　　計

776,000

実　績　額

計　画　額

776,000

計　画　額

予算計上額

677,000

1,257,000

1,104,000

778,000

委託料

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

第１次実施３カ年計画

在宅で介護を受けている寝たきり高齢者等に紙オムツ利用券交付サービスを提供することにより、衛生状態を維持するとともに経
済的負担の軽減を図り、高齢者の在宅生活の支援につなげる。

社会福祉協議会に業務委託し、紙オムツ利用券として交付（限度額は月額５千円）。
市内の取扱業者（薬局等）において紙オムツの種類等を選択し購入する。
利用者負担は介護保険制度同様利用額の１割相当額。

対象
(誰・何を対象としてい
るのか)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 紙オムツ利用券交付事業 平成　８　年度　～　　―　年度

目的
(何のために実施するの
か）

介護保険制度における認定審査会において介護認定され、在宅において介護を受けている寝たきり高齢者、認知症高齢者、寝たき
り重度身体障害者及び寝たきり特定疾患患者で常時紙オムツを使用する者。

在宅で介護を受けている寝たきり高齢者等の衛生管理と経済的負担の軽減が図られるとともに、介護負担の軽減による家族介護者
支援が図られる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第４年次

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

 事業開始時の 状況・これまで の経緯
（行革内容含む）

平成８年度に社会福祉協議会事業として開始し、市は事業に係る経費を補助した。
平成12年度より介護保険法の施行に伴い市事業へ移行し、社会福祉協議会へ委託する形態とした。
平成18年度に地域支援事業が創設され、介護保険特別会計 地域支援事業（任意事業）へ移行した。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

計　画　額

予算計上額

見込件数の増加に
よる増額

見込件数の増加
による増額

見込件数の減少に
よる減額

予算計上額

事業費予算の
内容

実　績　額 3,813,200

一 般 財 源

678,200

事 業 費 合 計 計　画　額 4,364,000

実　績　額

見込件数の減少に
よる減額

見込件数の減
3月補正△485千円

見込件数の増
3月補正195千円

見込件数の増
3月補正170千円

見込件数の減少に
よる減額

見込件数の減少に
よる減額前年度予算と

の比較
（増減理由）

見込件数の減少に
よる減額

見込件数の減少に
よる減額

見込件数の増加に
よる増額

見込件数の増加に
よる増額

見込件数の増
３月補正　225千
円

見込件数の減
3月補正△621千円

実績との比較
（増減理由）

4月～11月実績か
ら増額補正した
が、実績は見込件
数に達しなかった
3月補正 35千円

見込件数の増
3月補正220千円
年度末予算不足に
より流用

見込件数の増
3月補正1,010千円

見込件数の減
3月補正△421千
円

見込件数の増
３月補正　60千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 2,736 2,736 2,736 2,736 2,736 2,736 2,736 2,736 2,736

実績値 2,636 2,964 3,614 3,941 4,171 3,670 2,320 2,670 2,227

計画値 45 45 45 45 45 45 45 45 45

実績値 43 49 60 64 68 60 48 44 40

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている 少し上がっている 変わらない

変わらない 少し上がっている 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
利用件数の減少に
より事業費は計画
値を下回っている
が、利用者数（月
平均）は計画値と
ほぼ同数となって
いる。衛生管理及
び経済的負担の軽
減につながり、在
宅生活の支援が図
られている。

自己分析：
事業費及び利用者
数（月平均）とも
に計画値を上回っ
ており、衛生管理
及び経済的負担の
軽減につながり、
在宅生活の支援が
図られている。

自己分析：
事業費及び利用者
数（月平均）とも
に計画値を上回っ
ており、衛生管理
及び経済的負担の
軽減につながり、
在宅生活の支援が
図られている。現
行は、社会福祉協
議会へ業務委託し
ているが、市直営
で実施することが
妥当か、在宅高齢
者配食サービス事
業の見直しととも
に検討する。

判断理由：
指標において実績
が計画値を上回っ
ており、事業の必
要性が高まってい
ることから、良好
と判断した。

自己分析：
事業費及び利用者
数（月平均）とも
に計画値を上回っ
ており、衛生管理
及び経済的負担の
軽減につながり、
在宅生活の支援が
図られている。現
行は、社会福祉協
議会へ業務委託し
特段弊害はない
が、市直営等含め
さらなる事業の円
滑化に向け検討す
る。

自己分析：
事業費及び利用者
数（月平均）とも
に計画値を上回っ
ており、衛生管理
及び経済的負担の
軽減につながり、
在宅生活の支援が
図られている。現
行は、社会福祉協
議会へ業務委託し
特段弊害はない
が、市直営等含め
さらなる事業の円
滑化に向け検討す
る。

判断理由：
指標において実績
が計画値を上回っ
ており、事業の必
要性が高まってい
ることから、良好
と判断した。

自己分析：
事業費及び利用者
数（月平均）とも
に計画値を上回っ
ており、利用者の
衛生管理及び経済
的負担の軽減につ
ながり、在宅生活
の支援が図られて
いる。現行は、社
会福祉協議会へ業
務委託し特段弊害
はないが、市直営
等含めさらなる事
業の円滑化に向け
検討する。

自己分析：
利用件数の減少に
より事業費及び利
用者数（月平均）
は、ともに前年よ
り減少している
が、利用者の衛生
管理及び経済的負
担の軽減につなが
り、在宅生活の支
援が図られてい
る。現行は、社会
福祉協議会へ業務
委託し特段弊害は
ないが、市直営等
含めさらなる事業
の円滑化に向け検
討する。

自己分析：
利用件数の減少に
より事業費及び利
用者数（月平均）
は、ともに前年よ
り減少している
が、利用者の衛生
管理及び経済的負
担の軽減につなが
り、在宅生活の支
援が図られてい
る。現行は、社会
福祉協議会へ業務
委託し特段弊害は
ないが、市直営等
含めさらなる事業
の円滑化に向け検
討する。

自己分析：
利用件数の減少に
より事業費及び利
用者数（月平均）
は、ともに前年よ
り減少している
が、利用者の衛生
管理及び経済的負
担の軽減につなが
り、在宅生活の支
援が図られてい
る。現行は、社会
福祉協議会へ業務
委託し特段弊害は
ないが、市直営等
含めさらなる事業
の円滑化に向け検
討する。

判断理由：
利用者の衛生管理
及び経済的負担の
軽減につながり、
在宅生活の支援に
繋がっていること
から、良好である
と判断した。

今後の方向性 手段の見直し 手段の見直し 手段の見直し

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業費

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用者数 指標の求め方：利用者数（月平均）

63

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

2,736

3,814

成果指標１
（単位/人　）

45

H30：
利用者の衛生管理及び経済的負担の軽減につながっているため事業は継続していくが、社会福祉協議会への業務
委託のままでよいか市直営で実施することが妥当か検討する必要があると考え、手段の見直しを選択した。

総合評価の判断理
由または指標の実
績値に関する自己
分析

自己分析：
事業費及び利用
者数（月平均）
ともに計画値を
上回っており、
衛生管理及び経
済的負担の軽減
につながり、在
宅生活の支援が
図られている。
現行は、社会福
祉協議会へ業務
委託し特段弊害
はないが、市直
営等含めさらな
る事業の円滑化
に向け検討す
る。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
利用者数が増加しており事業を継続していくが、業務委託のままでよいか
市直営で実施することが妥当か検討する必要があると考え、手段の見直し
を選択した。

H28：
利用者数が増加しており事業を継続しているが、社会福祉協議会への業務
委託のままでよいか市直営で実施することが妥当か検討する必要があると
考え、手段の見直しを選択した。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画の
位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で実
現するのか)

成果
(どのような効果が得
られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000 7,000,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000 7,000,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000 7,000,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000 7,000,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000 7,000,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000 7,000,000

負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金

700,000

700,000

実　績　額

予算計上額

地 方 債

実　績　額

計　画　額

国 費

道 費

実　績　額

予算計上額

そ の 他

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

実　績　額

計　画　額

計　画　額

予算計上額

700,000

負担金

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

第１次実施３カ年計画

高齢者の医療の確保に関する法律、健康保険法及び介護保険法による訪問看護を実施することにより、健康状態の観察及び家族へ
の介護指導等を行い、在宅における療養生活を支援する。

高齢者の医療の確保に関する法律、健康保険法及び介護保険法に基づき、医師の指示により看護師等が訪問し、在宅において看護
サービス（リハビリテーション含む）を提供する。

対象
(誰・何を対象としてい
るのか)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 訪問看護事業 平成　6　年度　～　　―　年度

目的
(何のために実施するの
か）

在宅での療養等が必要な高齢者、難病者、心身障害者（児）。 在宅における療養等が必要な高齢者、難病者、心身障害者（児）の生活及び心身機能の維持回復支援が図られる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第４年次

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

 事業開始時の 状況・これまで の経緯
（行革内容含む）

高齢者の在宅療養を支援するため訪問看護サービスが必要であったことから、平成６年度社団法人北海道総合在宅ケア事業団（平成24年度より一般社団法人）に入会し、市内に訪問看護ステーションを開設した。
入会初年度は、入会金100千円、訪問看護ステーション拠出金3,000千円及び年会費700千円を支出し、平成７年度以降は年会費700千円を支出している。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

計　画　額

予算計上額

前年度同額前年度同額 前年度同額

予算計上額

事業費予算の
内容

実　績　額 700,000

一 般 財 源

700,000

事 業 費 合 計 計　画　額 700,000

実　績　額

前年度同額

同額 同額 同額

前年度同額前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

同額 同額

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額 同額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 700 700 700 700 700 700 700 700 700

実績値 700 700 700 700 700 700 700 700 700

計画値 700 700 700 700 700 700 700 700 700

実績値 730 768 753 876 741 834 720 625 657

達成されている 達成されている 達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

少し上がっている 上がっている 上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を上
回っており、在宅
療養の支援が図ら
れている。

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を上
回っており、在宅
療養の支援が図ら
れている。

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を上
回っており、在宅
療養の支援が図ら
れている。在宅医
療を推進するた
め、地域ケア会議
等を活用し、連携
の強化を図る。

判断理由：
延利用者数は計画
値及び前年度実績
を上回っており、
良好と判断した。

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を上
回っており、在宅
療養の支援が図ら
れている。在宅医
療を推進するた
め、地域ケア会議
等を活用し、連携
の強化を図る。

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を上
回っており、在宅
療養の支援が図ら
れている。在宅医
療を推進するた
め、地域ケア会議
等を活用し、連携
の強化を図る。

判断理由：
延利用者数は計画
値及び前年度実績
を上回っており、
良好と判断した。

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を上
回っており、在宅
療養の支援が図ら
れている。在宅医
療を推進するた
め、地域ケア会議
等を活用し、連携
の強化を図る。

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を上
回っており、在宅
療養の支援が図ら
れている。在宅医
療を推進するた
め、地域ケア会議
等を活用し、連携
の強化を図る。

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を下
回っているもの
の、在宅療養生活
において重要な役
割を担っており、
必要な事業である
と考える。在宅医
療を推進するた
め、地域ケア会議
等を活用し、連携
の強化を図る。

自己分析：
北海道総合在宅ケ
ア事業団が規定す
る負担金額を支出
することにより、
訪問看護ステー
ションが開設され
ている。延利用者
数は計画値を下
回っているもの
の、在宅療養生活
において重要な役
割を担っており、
必要な事業である
と考える。在宅医
療を推進するた
め、地域ケア会議
等を活用し、連携
の強化を図る。

判断理由：
延利用者数は計画
値及び前年度実績
を上回っており、
良好と判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：負担金額 指標の求め方：負担金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：延利用者数 指標の求め方：延利用者数

793

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

700

700

成果指標１
（単位/人　）

700

H30：
訪問看護ステーションにより、医療機関及びケアマネジャー等と連携し、在宅療養の支援が図られており、現状
のまま継続する。

（30年度成果指標実績値876人のうち、介護保険552人(76.7%)、医療保険168人(23.3%)）

総合評価の判断理
由または指標の実
績値に関する自己
分析

自己分析：
北海道総合在宅
ケア事業団が規
定する負担金額
を支出すること
により、訪問看
護ステーション
が開設されてい
る。延利用者数
は計画値を上
回っており、在
宅療養の支援が
図られている。
在宅医療を推進
するため、地域
ケア会議等を活
用し、連携の強
化を図る。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
訪問看護ステーションにより、医療機関及びケアマネジャー等と連携し、
在宅療養の支援が図られており、現状のまま継続する。

（24年度成果指標実績値768人のうち、介護保険503人(65.5%)、医療保険
265人(34.5%)）

H28：
訪問看護ステーションにより、医療機関及びケアマネジャー等と連携し、
在宅療養の支援が図られており、現状のまま継続する。

（27年度成果指標実績値876人のうち、介護保険561人(64.0%)、医療保険
315人(36.0%)）

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画の
位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で実
現するのか)

成果
(どのような効果が得
られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

30,000 30,000 30,000 90,000 31,000 31,000 93,000 31,000 31,000 31,000 31,000 124,000 307,000

30,000 30,000 30,000 90,000 31,000 31,000 93,000 31,000 31,000 31,000 31,000 124,000 307,000

3,000 3,000 3,000 9,000 29,468 41,920 74,388 15,023 49,082 7,194 17,043 88,342 171,730

30,000 30,000 30,000 90,000 31,000 31,000 93,000 31,000 31,000 31,000 31,000 124,000 307,000

30,000 30,000 30,000 90,000 31,000 31,000 93,000 31,000 31,000 31,000 31,000 124,000 307,000

3,000 3,000 3,000 9,000 29,468 41,920 74,388 15,023 49,082 7,194 17,043 88,342 171,730

需用費 需用費 需用費 需用費 需用費 需用費 需用費 需用費 需用費

31,000

31,000

実　績　額

予算計上額

地 方 債

実　績　額

計　画　額

国 費

道 費

実　績　額

予算計上額

そ の 他

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

実　績　額

計　画　額

計　画　額

予算計上額

31,000

需用費

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

第１次実施３カ年計画

高齢者虐待を防止し権利を擁護するとともに、介護者の負担を軽減し、高齢者が尊厳ある安定した生活が送れるよう支援を図る。
高齢者虐待防止連絡協議会において、高齢者虐待の予防、早期発見、対応、再発防止等について検討協議する。また、協議会に高
齢者虐待防止支援チームを設け、個別の事例に的確かつ迅速な支援を行う。

対象
(誰・何を対象としてい
るのか)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者虐待防止事業 平成　22　年度　～　　―　年度

目的
(何のために実施するの
か）

虐待を受けているまたは受けていると思われる高齢者及びその介護者。 対象高齢者及び介護者に対し的確かつ迅速な支援を行うことにより、安定した生活を送ることができる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第４年次

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

 事業開始時の 状況・これまで の経緯
（行革内容含む）

平成18年４月１日高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律が施行されたことを受け、平成22年４月１日関係機関により砂川市高齢者虐待防止連絡協議会を設立し、高齢者虐待の防止等に取り組んでいる。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

計　画　額

予算計上額

前年度同額消費税増税分を
増額

前年度同額

予算計上額

事業費予算の
内容

実　績　額 3,000

一 般 財 源

3,000

事 業 費 合 計 計　画　額 31,000

実　績　額

前年度同額

事務経費の増 事務経費の減 事務経費の減

前年度同額前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

事務経費の増 事務経費の減

実績との比較
（増減理由）

事務経費の減 事務経費の減 事務経費の減 事務経費の減 概ね計画どおり



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 2 1 4 3 1 0 1 0 0

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 2 1 4 2 1 1 0 1 0

達成されている 達成されている ほぼ達成されている

変わらない 少し上がっている
あまり上がってい

ない

変わらない 上がっている 変わらない

総合評価 普通である 良好である 良好である

自己分析：
高齢者虐待防止に
関する啓発等を通
じて通報を受けた
虐待件数2件とも
解決に導くことが
でき、高齢者の権
利擁護が図られて
いる。

自己分析：
高齢者虐待防止に
関する啓発等を通
じて通報を受け虐
待と判断した1件
について解決に導
くことができ、高
齢者の権利擁護が
図られている。

自己分析：
通報を受け虐待と
判断した4件につ
いて、高齢者虐待
防止支援チーム会
議を経て解決に導
き、権利擁護が図
られている。高齢
者虐待の防止ある
いは早期発見のた
めには、啓発活動
が重要であること
から、広報すなが
わの活用等により
市民に対する啓発
を図る。

判断理由：
通報を受け高齢者
虐待と判断した1
件については解決
に導くことができ
た。一方、虐待は
発見しづらい面が
あり、啓発活動の
継続が必要である
ことから、普通と
判断した。

自己分析：
通報を受け虐待と
判断した3件につ
いて、高齢者虐待
防止支援チーム会
議を経て解決に導
き、権利擁護が図
られている。高齢
者虐待の防止ある
いは早期発見のた
めには、啓発活動
が重要であること
から、継続して周
知活動を含め事業
推進を図る。

自己分析：
通報を受け虐待と
判断した1件につ
いて、高齢者虐待
防止支援チーム会
議を経て解決に導
き、権利擁護が図
られている。高齢
者虐待の防止ある
いは早期発見のた
めには、啓発活動
が重要であること
から、継続して周
知活動を含め事業
推進を図る。

判断理由：
高齢化による認知
症患者の増など、
高齢者虐待に繋が
る事案もあり、実
績では微増傾向に
ある。虐待は発見
しづらい面がある
が、相談等を受け
た案件については
関係機関の連携の
下、適正に対応で
きており、良好と
判断した。

自己分析：
28年度に通報を受
け虐待と判断した
1件について、高
齢者虐待防止支援
チーム会議を経て
解決に導き、権利
擁護が図られてい
る。高齢者虐待の
防止あるいは早期
発見のためには、
啓発活動が重要で
あることから、継
続して周知活動を
含め事業推進を図
る。

自己分析：
30年度においては
虐待と判断した件
についての解決件
数は0件となって
いるが、虐待と判
断した1件につい
ては、高齢者虐待
防止支援チーム員
会議を経て、権利
擁護を図っている
ところである。高
齢者虐待の防止あ
るいは早期発見の
ためには、啓発活
動が重要であるこ
とから、継続して
周知活動を含め事
業推進を図る。

自己分析：
30年度に虐待と判
断した1件につい
ては、高齢者虐待
防止支援チーム会
議を経て解決に導
き、権利擁護が図
られている。高齢
者虐待の防止ある
いは早期発見のた
めには、啓発活動
が重要であること
から、継続して周
知活動を含め事業
推進を図る。

自己分析：
虐待件数及び解決
件数ともに計画値
を下回っている。
これについては、
相談を受け調査し
た結果、虐待でな
いと判断したケー
スが複数あったこ
とも一因と考えら
れる。高齢者虐待
の防止あるいは早
期発見のために
は、啓発活動が重
要であることか
ら、継続して周知
活動を含め事業推
進を図る。

判断理由：
高齢化による認知
症患者の増などに
より、高齢者虐待
に繋がる事案もあ
る。虐待は発見し
づらい面がある
が、相談等を受け
た案件については
関係機関との連携
の下、適正に対応
できており、良好
と判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：虐待件数 指標の求め方：虐待件数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：解決件数 指標の求め方：解決件数

4

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件　）

2

4

成果指標１
（単位/件　）

2

H30：
高齢者虐待防止連絡協議会の構成機関等と連携し、市民に対する啓発を行いながら、虐待防止及び虐待の早期発
見に努めることから、現状のまま継続する。

総合評価の判断理
由または指標の実
績値に関する自己
分析

自己分析：
通報を受け虐待
と判断した4件に
ついて、高齢者
虐待防止支援
チーム会議を経
て解決に導き、
権利擁護が図ら
れている。高齢
者虐待の防止あ
るいは早期発見
のためには、啓
発活動が重要で
あることから、
継続して広報す
ながわ等を活用
した周知徹底に
より事業推進を
図る。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
高齢者虐待防止連絡協議会の構成機関等と連携し、市民に対する啓発を行
いながら、虐待防止及び虐待の早期発見に努めることから、現状のまま継
続する。
なお、平成24年10月1日障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援
等に関する法律が施行されたことに伴い、協議会については高齢者及び障
害者の虐待防止に関する協議等を行う組織へ改変する方向で協議会に諮
る。

H28：
高齢者虐待防止連絡協議会の構成機関等と連携し、市民に対する啓発を行
いながら、虐待防止及び虐待の早期発見に努めることから、現状のまま継
続する。
　なお、協議会については高齢者及び障害者の虐待防止に関する協議等を
行う組織へ改変した。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画の
位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で実
現するのか)

成果
(どのような効果が得
られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

40,000 40,000 40,000 120,000 142,000 142,000 363,000 79,000 79,000 79,000 79,000 316,000 799,000

40,000 40,000 79,000 159,000 79,000 79,000 237,000 78,000 77,000 77,000 77,000 309,000 705,000

40,000 39,500 39,500 119,000 39,500 78,000 156,500 39,000 38,000 38,000 0 115,000 390,500

20,000 20,000 20,000 60,000 71,000 71,000 181,000 39,000 39,000 39,000 39,000 156,000 397,000

20,000 20,000 39,500 79,500 39,000 39,000 117,000 39,000 38,000 38,000 38,000 153,000 349,500

20,000 19,750 19,750 59,500 19,750 39,000 77,750 19,500 19,000 19,000 0 57,500 194,750

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 60,000 75,000 75,000 192,000 42,000 42,000 42,000 42,000 168,000 420,000

20,000 20,000 42,000 82,000 42,000 42,000 126,000 44,000 46,000 46,000 46,000 182,000 390,000

20,000 21,000 21,000 62,000 21,000 44,000 86,000 22,000 23,000 23,000 0 68,000 216,000

20,000 20,000 20,000 60,000 72,000 72,000 184,000 40,000 40,000 40,000 40,000 160,000 404,000

20,000 20,000 39,500 79,500 40,000 40,000 120,000 39,000 39,000 39,000 39,000 156,000 355,500

20,000 19,750 19,750 59,500 19,750 39,000 79,750 19,500 20,000 20,000 0 59,500 198,750

100,000 100,000 100,000 300,000 360,000 360,000 920,000 200,000 200,000 200,000 200,000 800,000 2,020,000

100,000 100,000 200,000 400,000 200,000 200,000 600,000 200,000 200,000 200,000 200,000 800,000 1,800,000

100,000 100,000 100,000 300,000 100,000 200,000 400,000 100,000 100,000 100,000 0 300,000 1,000,000

扶助費 扶助費 扶助費 扶助費 扶助費 扶助費 扶助費 扶助費 扶助費

100,000円×1件 100,000円×1件 100,000円×2件 100,000円×2件 100,000円×2件 100,000円×2件 100,000円×2件 100,000円×2件 100,000円×2件

40,000

200,000

実　績　額

予算計上額 42,000

地 方 債

実　績　額

計　画　額

国 費

道 費

実　績　額

予算計上額

そ の 他

79,000

39,000

予算計上額

79,000

実施３カ年
合　　　計

39,000

実　績　額

計　画　額

39,000

計　画　額

予算計上額

19,000

42,000

21,000

100,000円×2件

40,000

扶助費

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

第１次実施３カ年計画

在宅高齢者等を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減を図る。 年１回慰労金100,000円を支給する。

対象
(誰・何を対象としてい
るのか)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 家族介護慰労事業 平成　13　年度　～　　―　年度

目的
(何のために実施するの
か）

介護認定審査会において要介護４又は５に認定された市民税非課税世帯に属する在宅高齢者等を、介護保険サービスを１年以上利
用しないで介護している介護者。

要介護４又は５に認定された在宅高齢者等を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減が図られる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第４年次

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

 事業開始時の 状況・これまで の経緯
（行革内容含む）

平成12年度介護保険制度の施行を受け、平成13年度より、介護保険サービスを１年以上利用しないで介護している介護者の負担軽減を図るため、事業を開始した。
平成18年度に地域支援事業が創設され、介護保険特別会計 地域支援事業（任意事業）へ移行した。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

計　画　額

予算計上額

前年度同額前年度同額 前年度同額

予算計上額

事業費予算の
内容

実　績　額 100,000

一 般 財 源

21,000

事 業 費 合 計 計　画　額 200,000

実　績　額

前年度同額

見込件数の減 見込件数の減 見込件数の減

前年度同額前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額 見込件数の増 前年度同額

同額 見込件数の減

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 見込件数の減 見込件数の減 見込件数の減



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100 100 100 100 200 100 100 100 0

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 1 1 2 1 1 1 0

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
支給金額及び件数
とも計画値と同数
となっており、対
象となる介護者の
負担軽減が図られ
ている。

自己分析：
支給金額及び件数
とも計画値と同数
となっており、対
象となる介護者の
負担軽減が図られ
ている。

自己分析：
支給金額及び件数
とも計画値と同数
となっており、介
護者の負担軽減が
図られている。支
給金額について
は、事業開始時よ
り同額であるた
め、平成27年度よ
り増額を行うとと
もに、対象要件の
うち、市民税非課
税世帯は介護保険
料段階の区分を適
用することに改め
る。

判断理由：
件数は1件である
が、事業の実施に
より介護者の負担
軽減が図られてい
ることから、良好
と判断した。

自己分析：
支給金額及び件数
とも計画値と同数
となっており、対
象となる介護者の
負担軽減が図られ
ている。

自己分析：
支給金額及び件数
とも計画値を上
回っており、対象
となる介護者の負
担軽減が図られて
いる。

判断理由：
件数は少ないが、
事業の実施により
介護者の負担軽減
が図られているこ
とから、良好と判
断した。

自己分析：
支給金額及び件数
とも計画値と同数
となっており、対
象となる介護者の
負担軽減が図られ
ている。

自己分析：
支給金額及び件数
とも計画値と同数
となっており、対
象となる介護者の
負担軽減が図られ
ている。

自己分析：
支給金額及び件数
とも計画値と同数
となっており、対
象となる介護者の
負担軽減が図られ
ている。

自己分析：
これまで申請の
あった方が死亡さ
れたため、令和２
年度については実
績が無かった。在
宅での介護者の負
担軽減が図られる
ことから事業とし
ては必要であると
考えるが、介護手
当支給事業と事業
内容が酷似してい
るため、統一する
ことを含めて検討
する必要がある。

判断理由：
件数は少ないが、
事業の実施により
介護者の負担軽減
が図られているこ
とから、良好と判
断した。

今後の方向性 手段の見直し 手段の見直し 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：支給金額 指標の求め方：支給金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：件数 指標の求め方：件数

1

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

100

100

成果指標１
（単位/件　）

1

H30：
100,000円の慰労金を支給することにより介護者の負担軽減が図られていると判断し、事業は現状のまま継続と
する。

総合評価の判断理
由または指標の実
績値に関する自己
分析

自己分析：
支給金額及び件
数とも計画値と
同数となってお
り、対象となる
介護者の負担軽
減が図られてい
る。平成27年度
に向けて対象要
件を一部見直し
たが、支給金の
増額は見送っ
た。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
事業の実施により介護者の負担軽減が図られているが、事業開始時より支
給金額は100,000円のままであり、現在において金額設定が妥当である
か、平成25年中に検証する。

H28：
事業の実施により介護者の負担軽減が図られているため継続は必要と考え
ている。ただし、支給金額は事業開始時の100,000円を据え置いて事業を
展開しているが、消費税増税等を鑑み、今後120,000円（月額1万円）程度
まで引き上げる検討も必要である。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画の
位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で実
現するのか)

成果
(どのような効果が得
られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0 21,000 21,000 21,000 21,000 84,000 84,000

0 21,000 21,000 42,000 21,000 20,000 20,000 20,000 81,000 123,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000 40,000

0 10,000 10,000 20,000 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000 60,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 11,000 11,000 11,000 11,000 44,000 44,000

0 11,000 11,000 22,000 11,000 12,000 12,000 12,000 47,000 69,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

108,000 108,000 108,000 324,000 108,000 108,000 378,000 12,000 12,000 12,000 12,000 48,000 750,000

108,000 108,000 162,000 378,000 12,000 12,000 186,000 12,000 12,000 12,000 12,000 48,000 612,000

0 40,500 18,000 58,500 0 0 0 0 0 0 0 0 58,500

108,000 108,000 108,000 324,000 108,000 108,000 378,000 54,000 54,000 54,000 54,000 216,000 918,000

108,000 108,000 162,000 378,000 54,000 54,000 270,000 54,000 54,000 54,000 54,000 216,000 864,000

0 40,500 18,000 58,500 0 0 0 0 0 0 0 0 58,500

予算計上額

前年度同額

扶助費
4,500円×12月
×2名

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

予算計上額

実　績　額

実　績　額

計　画　額

見込件数の減

0

申請0件

扶助費
4,500円×12月×
3名

そ の 他

事 業 費 合 計

162,000

前年度同額

162,000

162,000

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額

前年度同額

扶助費
4,500円×12月×1
名

 事業開始時の 状況・これまで の経緯
（行革内容含む）

0

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

計　画　額

(26年度)

対象
(誰・何を対象としてい
るのか)

介護認定審査会において要介護3以下に認定された在宅の認知症高齢者で日常生活自立度Ⅲ以上かつ問題行動のある者、在宅の寝た
きり重度心身障害者及び寝たきり特定疾患患者の介護者。

在宅の認知症高齢者等を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減が図られる。

第１次実施３カ年計画

目的
(何のために実施するの
か）

在宅の認知症高齢者等を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減を図る。

平成８年度より、在宅認知症高齢者等の介護者の負担軽減を図るため、事業を開始した。平成26年度より地域支援事業（特別会計）に移行。

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画
第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

年２回（９月・３月）に分けて月額4,500円を支給する。

第４年次 実施４カ年
合　　　計

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 介護手当支給事業 平成　8　年度　～　　―　年度

実施３カ年
合　　　計

道 費

国 費 計　画　額

計　画　額

実　績　額

予算計上額

計　画　額

実　績　額

実　績　額

予算計上額

前年度同額

予算計上額

実　績　額

162,000

地 方 債

事業費予算の
内容

扶助費
4,500円×12月
×2名

扶助費
4,500円×12月×3
名

前年度予算と
の比較

（増減理由）

扶助費
4,500円×12月×1
名

扶助費
4,500円×12月×3
名

見込件数の増加 前年度同額

扶助費
4,500円×12月×1
名

扶助費
4,500円×12月×1
名

扶助費
4,500円×12月×1
名

前年度同額前年度同額 前年度同額

申請0件 申請0件 申請0件

実績との比較
（増減理由）

申請0件
3月補正
△90千円

見込月数の減
3月補正
△36千円

見込月数の減
3月補正
△90千円

申請0件申請0件申請0件
3月補正
△162千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 108 108 108 108 108 108 108 108 108

実績値 0 41 18 0 0 0 0 0 0

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 0 1 1 0 0 0 0 0 0

ほぼ達成されている 達成されていない 達成されていない

少し上がっている 上がっていない 上がっていない

変わらない 上がっていない 上がっていない

総合評価 良好である 普通である 普通である

自己分析：
相談はあったが申
請には至っていな
い。認知症高齢者
の増加が見込まれ
ることから、潜在
的該当者がいない
か事業の周知が必
要と考える。

自己分析：
認知症を抱える家
族の会への事業周
知をきっかけに1
件の申請があり、
介護者の負担軽減
が図られている。

自己分析：
支給金額及び申請
件数ともに計画値
を下回っている
が、介護者の負担
軽減が図られてい
る。認知症高齢者
は、介護保険サー
ビスを利用しなが
ら、その介護者は
介護手当の支給を
受けることが可能
であり、制度の重
複利用となること
から、平成27年度
から対象要件を見
直す。あわせて、
支給金額の増額を
検討する。

判断理由：
事業の周知をきっ
かけに申請があっ
たことから、良好
と判断した。

自己分析：
　今後も認知症高
齢者の増加が見込
まれることから、
潜在的該当者がい
ないか事業の周知
を行い、制度活用
を促す必要もある
が、近年の認知症
高齢者に対する支
援、介護サービス
の充実により事業
継続の可否も検討
する必要がある。

自己分析：
　今後も認知症高
齢者の増加が見込
まれることから、
潜在的該当者がい
ないか事業の周知
を行い、制度活用
を促す必要もある
が、近年の認知症
高齢者に対する支
援、介護サービス
の充実により事業
継続の可否も検討
する必要がある。

判断理由：
　今後も認知症高
齢者の増加が見込
まれることから、
事業継続とする
が、実績なしの状
況が続いているた
め、要件の見直
し、事業そのもの
の必要性の検証も
考慮し普通と判
断。

自己分析：
　今後も認知症高
齢者の増加が見込
まれることから、
潜在的該当者がい
ないか事業の周知
を行い、制度活用
を促す必要もある
が、近年の認知症
高齢者に対する支
援、介護サービス
の充実により事業
継続の可否も検討
する必要がある。

自己分析：
　今後も認知症高
齢者の増加が見込
まれることから、
潜在的該当者がい
ないか事業の周知
を行い、制度活用
を促す必要もある
が、近年の認知症
高齢者に対する支
援、介護サービス
の充実により事業
継続の可否も検討
する必要がある。

自己分析：
　今後も認知症高
齢者の増加が見込
まれることから、
潜在的該当者がい
ないか事業の周知
を行い、制度活用
を促す必要もある
が、近年の認知症
高齢者に対する支
援、介護サービス
の充実により事業
継続の可否も検討
する必要がある。

自己分析：
　今後も認知症高
齢者の増加が見込
まれることから、
潜在的該当者がい
ないか事業の周知
を行い、制度活用
を促す必要もある
が、家族介護慰労
事業と事業内容が
酷似しているた
め、統一すること
を含めて検討する
必要がある。

判断理由：
　実績なしの状況
が続いているた
め、事業の必要性
検証や要件等の見
直しが必要と考え
られるが、今後も
認知症高齢者の増
加が見込まれるこ
とから需要はあ
り、普通と判断。

今後の方向性 手段の見直し 手段の見直し 手段の見直し

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：支給金額 指標の求め方：支給金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：申請件数 指標の求め方：申請件数

0

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

108

0

成果指標１
（単位/件　）

2

H30：
介護者の負担軽減を図るため必要な事業と考えている。ただし、対象者のうち認知症高齢者については、介護保
険サービスの利用で充足されている部分もあり、並行して今後の実績等を踏まえた分析を行い改めて本制度の必
要性について今後協議が必要としている。なお、本制度は条例で定められている。

総合評価の判断理
由または指標の実
績値に関する自己
分析

自己分析：
　今後も認知症
高齢者の増加が
見込まれること
から、潜在的該
当者がいないか
事業の周知が必
要と考える。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
対象者のうち認知症高齢者については、介護保険サービスを利用しなが
ら、介護者は介護手当の支給を受けることが可能であり、重複して制度を
利用することとなることから、平成25年度中に対象要件の見直しを行う。

H28：
介護者の負担軽減を図るため必要な事業と考えている。ただし、対象者の
うち認知症高齢者については、介護保険サービスの利用で充足されている
部分もあり、並行して今後の実績等を踏まえた分析を行い改めて本制度の
必要性について今後協議が必要としている。なお、本制度は条例で定めら
れている。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画の
位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で実
現するのか)

成果
(どのような効果が得
られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

31,000 31,000 31,000 93,000 33,000 33,000 99,000 32,000 33,000 33,000 33,000 131,000 323,000

31,000 31,000 31,000 93,000 33,000 33,000 99,000 32,000 32,000 32,000 32,000 128,000 320,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

11,000 11,000 11,000 33,000 11,000 11,000 33,000 10,000 11,000 11,000 11,000 43,000 109,000

11,000 11,000 11,000 33,000 11,000 11,000 33,000 10,000 11,000 11,000 11,000 43,000 109,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

42,000 42,000 42,000 126,000 44,000 44,000 132,000 42,000 44,000 44,000 44,000 174,000 432,000

42,000 42,000 42,000 126,000 44,000 44,000 132,000 42,000 43,000 43,000 43,000 171,000 429,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

扶助費 扶助費 扶助費 扶助費及び 扶助費及び 扶助費及び 扶助費及び 扶助費及び 扶助費及び

役務費 役務費 役務費 役務費 役務費 役務費

予算計上額

0

33,000計　画　額

33,000

道 費

申請0件
3月補正
△31千円

前年度同額

申請0件
3月補正
△27千円

申請0件
3月補正
△27千円

前年度同額

申請0件
3月補正
△31千円

役務費の減

申請0件
3月補正
△28千円

役務費計上

申請0件
3月補正
△28千円

前年度同額

申請0件
3月補正
△28千円

第３次実施４カ年計画

目的
(何のために実施するの
か）

介護保険法施行以前から訪問介護サービスを利用している低所得者が法施行時継続してサービス利用が可能となるようサービス料
の１割負担を経過的に軽減することにより、介護保険制度の円滑な導入に資する。

 事業開始時の 状況・これまで の経緯
（行革内容含む）

平成12年度より事業を開始し、低所得利用者負担の激変緩和を図っている。
国の制度改正により、平成17年度から、低所得高齢者については軽減措置を廃止し、１割負担とした（障害者は平成20年７月まで措置継続）。
平成18年度から、新制度として障害者自立支援法によるホームヘルプサービスの利用において境界層該当として定率負担額が０円となっている者で、介護保険の対象者となり、介護保険法によるホームヘルプサービスを利用する者（制度移行）を対象として、１
割負担を求めず０％（全額免除）とした。

実施３カ年
合　　　計

国 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

対象
(誰・何を対象としてい
るのか)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

予算計上額

実　績　額

予算計上額

実　績　額

介護福祉課高齢者支援係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 訪問介護低所得利用者負担扶助事業 平成　12　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－1－3

制度移行措置対象者については、利用者負担の割合を０％（全額免除）とする。

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

障害者自立支援法によるホームヘルプサービスの利用において境界層該当として定率負担が０円となっている者で、介護保険の対
象者となり、介護保険法によるホームヘルプサービスを利用する者（制度移行措置対象者）。

低所得利用者負担の激変緩和措置が図られる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画

地 方 債 計　画　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 11,000

予算計上額 11,000

実　績　額 0

事 業 費 合 計 計　画　額 44,000

予算計上額 44,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

実績との比較
（増減理由）

申請0件
3月補正
△31千円

前年度同額

扶助費及び役務
費

前年度同額

申請0件
3月補正
△31千円

申請0件
3月補正
△27千円

前年度同額 前年度同額 サービス単価の見
直しによる増前年度予算と

の比較
（増減理由）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 42 42 42 42 42 42 42 42 42

実績値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

達成されていない 達成されていない 達成されていない

上がっていない 上がっていない 上がっていない

上がっていない 上がっていない 上がっていない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
平成18年度の改正
により今年度は対
象者がいなかっ
た。

自己分析：
平成18年度の改正
により今年度は対
象者がいなかっ
た。

自己分析：
平成18年度の制度
改正により今年度
は対象者がいな
い。現行の介護保
険制度はサービス
料の1割負担が原
則であることか
ら、平成27年度か
ら本事業に適用期
間を設定する。3
年間は全額免除、
4年目からは介護
保険制度に沿った
制度と改める。

判断理由：
現在、事業の対象
者がいないことか
ら、普通と判断し
た。

自己分析：
　対象者がなく実
績なしが続いてい
るが、障害者福祉
サービスから介護
保険制度に移行し
た場合（65歳以
上）の負担軽減を
図る措置として事
業は継続する。
　なお、軽減の適
用期間の設定の有
無は改めて協議す
る。

自己分析：
　対象者がなく実
績なしが続いてい
るが、障害者福祉
サービスから介護
保険制度に移行し
た場合（65歳以
上）の負担軽減を
図る措置として事
業は継続する。

判断理由：
現在、事業の対象
者がいないことか
ら、普通と判断し
た。

自己分析：
　対象者がなく実
績なしが続いてい
るが、障害者福祉
サービスから介護
保険制度に移行し
た場合（65歳以
上）の負担軽減を
図る措置として事
業は継続する。

自己分析：
　対象者がなく実
績なしが続いてい
るが、障害者福祉
サービスから介護
保険制度に移行し
た場合（65歳以
上）の負担軽減を
図る措置として事
業は継続する。

自己分析：
　対象者がなく実
績なしが続いてい
るが、障害者福祉
サービスから介護
保険制度に移行し
た場合（65歳以
上）の負担軽減を
図る措置として事
業は継続する。

自己分析：
対象者がなく実績
なしが続いている
が、障害者福祉
サービスから介護
保険制度に移行し
た場合（65歳以
上）の負担軽減を
図る措置として事
業は継続する。

判断理由：
現在、事業の対象
者がいないことか
ら、普通と判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：免除金額 指標の求め方：免除金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：申請件数 指標の求め方：申請件数

0

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

42

0

成果指標１
（単位/件　）

2

H30：
現状のまま継続し、事業の対象となる者があった場合に事業の利用について説明し適宜対応する。

総合評価の判断理
由または指標の実
績値に関する自己
分析

自己分析：
対象者がなく実
績なしが続いて
いるが、負担軽
減を図る措置と
して事業は継続
し対象があった
場合は適宜周知
を図る。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
事業の対象となる者があった場合に事業の利用について周知することと
し、現状のまま継続する。

H28：
現状のまま継続し、事業の対象となる者があった場合に事業の利用につい
て説明し適宜対応する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画の
位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で実
現するのか)

成果
(どのような効果が得
られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

153,000 153,000 153,000 459,000 76,000 76,000 228,000 79,000 76,000 76,000 76,000 307,000 994,000

153,000 77,000 76,000 306,000 76,000 76,000 228,000 83,000 201,000 228,000 227,000 739,000 1,273,000

8,000 5,000 7,000 20,000 0 0 0 38,000 58,000 40,000 0 136,000 156,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

52,000 52,000 52,000 156,000 26,000 26,000 78,000 26,000 26,000 26,000 26,000 104,000 338,000

52,000 26,000 26,000 104,000 26,000 26,000 78,000 22,000 67,000 76,000 76,000 241,000 423,000

3,000 2,000 2,600 7,600 0 0 0 12,000 19,000 13,000 0 44,000 51,600

205,000 205,000 205,000 615,000 102,000 102,000 306,000 105,000 102,000 102,000 102,000 411,000 1,332,000

205,000 103,000 102,000 410,000 102,000 102,000 306,000 105,000 268,000 304,000 303,000 980,000 1,696,000

11,000 7,000 9,600 27,600 0 0 0 50,000 77,000 53,000 0 180,000 207,600

補助金 補助金 補助金 補助金 補助金 補助金 補助金 補助金 補助金

26,000

102,000

実　績　額

予算計上額

地 方 債

実　績　額

計　画　額

国 費

道 費

実　績　額

予算計上額

そ の 他

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

76,000

実　績　額

計　画　額

76,000

計　画　額

予算計上額

0

26,000

補助金

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

第１次実施３カ年計画

低所得で生活が困難である者について、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役割にかんがみ、利用者
負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図る。

軽減法人等が軽減対象者のサービス利用に伴う利用者負担の一部を軽減し、市が当該軽減法人等に対し軽減に要した額の一部を助
成する。
軽減割合 … 1/4、ただし、利用者負担第1段階者は1/2、生活保護受給者は全額
対象サービス … 訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、介護老人福祉施設
軽減対象 … 利用者負担額、食費、居住費（滞在費）

対象
(誰・何を対象としてい
るのか)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 社会福祉法人等による低所得利用者負担額軽減制度支援事業 平成　12　年度　～　　　―　年度

目的
(何のために実施するの
か）

介護保険の要介護被保険者等で、市町村民税非課税世帯、年間収入額150万円以下（収入基準）、預貯金350万円以下（資産基
準）、扶養状況、介護保険料納入の要件を満たす者。
生活保護受給者。

低所得者の介護保険サービスの利用促進が図られる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第４年次

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

 事業開始時の 状況・これまで の経緯
（行革内容含む）

平成12年度より事業開始し、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図っている。
平成17年10月、対象者要件、軽減割合及び軽減対象費用を変更した。
平成18年７月１日から平成20年６月30日まで、税制改正により利用者負担額の増額が見込まれることから激変緩和措置を実施した。
平成21年４月１日から平成23年３月31日まで、介護報酬改定により利用者負担額の増額が見込まれることから軽減割合を変更した。
平成24年度より、対象者に生活保護受給者を加え、同受給者の個室の居住費に係る利用者負担額の全額を軽減対象とした。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

計　画　額

予算計上額

前年度同額前年度同額 前年度同額

予算計上額

事業費予算の
内容

実　績　額 0

一 般 財 源

0

事 業 費 合 計 計　画　額 102,000

実　績　額

サービス単価の見
直しにより増額

見込件数の減
3月補正
△111千円

見込件数の減
3月補正
△146千円

見込件数の減
3月補正
△230千円

サービス単価の見
直しにより減額

見込額算出方法の
変更により増額前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度実績見込み
により、減額

見込額算出方法の
変更により減額

見込額算出方法の
変更により増額

見込件数の減
3月補正
△73千円

見込件数の増
3月補正
46千円

実績との比較
（増減理由）

見込件数の減
3月補正
△170千円

見込件数の減
3月補正
△68千円

見込件数の減
3月補正
△69千円

見込件数の減
3月補正
△71千円

見込件数の減
3月補正
△70千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 205 205 205 205 205 205 205 205 205

実績値 11 7 10 0 0 50 77 53 0

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 1 2 1 0 0 1 1 1 0

あまり達成されていない 達成されていない あまり達成されていない

少し上がっている 上がっていない
あまり上がってい

ない

変わらない 上がっていない 少し上がっている

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値を
下回っている。補
助金額は対象者の
負担割合及び対象
サービスによって
増減する。

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値を
下回っているが、
補助金額は対象者
の負担割合及び対
象サービス等に
よって増減する。

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値を
下回っているが、
補助金額は対象者
の負担割合及び対
象サービス等に
よって増減する。

判断理由：
前年度実績と比較
すると、補助金額
は減少し対象人数
は増加している。
補助金額は対象者
の負担割合及び利
用サービス等に
よって増減するこ
とから、普通と判
断した。

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値に
対し実績なしと
なっている。
社会福祉法人等の
申請に基づくもの
だが今後は関係機
関を中心に制度を
周知を図る必要が
ある。

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値に
対し実績なしと
なっている。
社会福祉法人等の
申請に基づくもの
だが今後は関係機
関を中心に制度を
周知を図る必要が
ある。

判断理由：
近年、実績がない
状況だが、補助は
対象者の負担割合
及び利用サービス
等によって増減す
ることから、普通
と判断した。

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値を
下回っているが、
補助金額は対象者
の負担割合及び対
象サービス等に
よって増減する。
また、社会福祉法
人等の申請に基づ
くものだが今後も
関係機関を中心に
制度を周知を図る
必要がある。

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値を
下回っているが、
補助金額は対象者
の負担割合及び対
象サービス等に
よって増減する。
また、社会福祉法
人等の申請に基づ
くものだが今後も
関係機関を中心に
制度の周知を図る
必要がある。

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値を
下回っているが、
補助金額は対象者
の負担割合及び対
象サービス等に
よって増減する。
また、社会福祉法
人等の申請に基づ
くものだが今後も
関係機関を中心に
制度の周知を図る
必要がある。

自己分析：
補助金額及び対象
人数とも計画値に
対し実績なしと
なっている。
社会福祉法人等の
申請に基づくもの
だが今後について
も関係機関を中心
に制度を周知を図
る必要がある。

判断理由：
実績は計画値を下
回る状況だが、補
助の金額は対象者
の負担割合及び利
用サービス等に
よって増減するこ
と、事業自体は低
所得者の介護保険
サービス利用の促
進につながってい
ることから普通で
あると判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：補助金額 指標の求め方：補助金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：対象人数 指標の求め方：対象人数

0

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

205

0

成果指標１
（単位/人　）

3

H30：
社会福祉法人等が利用者負担の軽減を行うことに対する補助であり、社会福祉法人等の申請により事業を実施す
ることから現状のまま継続する。

総合評価の判断理
由または指標の実
績値に関する自己
分析

自己分析：
補助金額及び対
象人数とも計画
値に対し実績な
しとなってい
る。
社会福祉法人等
の申請に基づく
ものだが今後は
関係機関を中心
に制度を周知を
図る必要があ
る。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
社会福祉法人等が利用者負担の軽減を行うことに対する補助であり、社会
福祉法人等の申請により事業を実施することから現状のまま継続する。

H28：
社会福祉法人等が利用者負担の軽減を行うことに対する補助であり、社会
福祉法人等の申請により事業を実施することから現状のまま継続する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画の
位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で実
現するのか)

成果
(どのような効果が得
られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

199,000 199,000 199,000 597,000 196,000 196,000 588,000 196,000 196,000 196,000 196,000 784,000 1,969,000

199,000 199,200 196,710 594,910 196,000 199,000 591,000 194,000 191,000 284,000 525,000 1,194,000 2,379,910

0 1,583 6,825 8,408 76,329 54,600 133,929 10,436 68,484 3,850 207,834 290,604 432,941

99,000 99,000 99,000 297,000 98,000 98,000 294,000 98,000 98,000 98,000 98,000 392,000 983,000

99,000 99,600 98,355 296,955 98,000 99,000 295,000 97,000 95,000 142,000 262,000 596,000 1,187,955

0 791 3,412 4,203 38,164 27,300 66,464 5,218 34,242 1,925 103,917 145,302 215,969

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

99,000 99,000 99,000 297,000 104,000 104,000 312,000 111,000 111,000 111,000 111,000 444,000 1,053,000

99,000 99,600 104,580 303,180 104,000 106,000 314,000 109,000 114,000 169,000 313,000 705,000 1,322,180

0 66,772 6,228 73,000 38,167 30,800 69,967 5,887 40,912 2,300 124,162 173,261 316,228

101,000 101,000 101,000 303,000 100,000 100,000 300,000 100,000 100,000 100,000 100,000 400,000 1,003,000

101,000 99,600 98,355 298,955 100,000 101,000 301,000 98,000 98,000 143,000 264,000 603,000 1,202,955

0 794 3,415 4,209 40,580 27,300 71,300 5,219 34,243 1,925 103,917 145,304 220,813

498,000 498,000 498,000 1,494,000 498,000 498,000 1,494,000 505,000 505,000 505,000 505,000 2,020,000 5,008,000

498,000 498,000 498,000 1,494,000 498,000 505,000 1,501,000 498,000 498,000 738,000 1,364,000 3,098,000 6,093,000

0 69,940 19,880 89,820 193,240 140,000 341,660 26,760 177,881 10,000 539,830 754,471 1,185,951

通信運搬費 通信運搬費 通信運搬費 通信運搬費 通信運搬費 通信運搬費 通信運搬費 通信運搬費 通信運搬費

手数料 手数料 手数料 手数料 手数料 手数料 手数料 手数料 手数料

補助金 補助金 補助金 補助金 補助金 補助金 補助金 補助金 補助金

委託料

100,000

補助金

498,000

実　績　額

予算計上額 104,000

地 方 債

実　績　額

計　画　額

国 費

道 費

実　績　額

予算計上額

そ の 他

196,000

3,000

予算計上額

196,000

実施３カ年
合　　　計

98,000

実　績　額

計　画　額

98,000

計　画　額

予算計上額

1,000

104,000

1,000

手数料

100,000

通信運搬費

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

第１次実施３カ年計画

判断能力が十分でない高齢者について、民法で規定する成年後見制度の利用を支援することにより、対象者の生活自立の援助及び
権利擁護を図る。

成年後見の申立人となるべき親族がいない場合、市長が申立人となり、申立費用を負担する。
成年後見の申立人となるべき親族はいるが費用の負担が困難な場合、親族に対し、申立費用相当額を補助する。
成年後見人報酬を負担することが困難な場合、本人に対し、報酬相当額を補助する。
（収入や財産のある者については、砂川市が負担または補助した額を請求する。）

対象
(誰・何を対象としてい
るのか)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 成年後見制度利用支援事業 平成　22　年度　～　　―　年度

目的
(何のために実施するの
か）

要支援者本人または申立人となる親族 成年後見が必要と判断される高齢者の生活自立の援助及び権利擁護を図ることができる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第４年次

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

 事業開始時の 状況・これまで の経緯
（行革内容含む）

認知症高齢者の増加に伴い、成年後見制度の利用を必要とする高齢者の増加が予測されることから、制度の利用が円滑に行われるよう平成22年度より事業を開始した。介護保険特別会計 地域支援事業（任意事業）として実施している。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

計　画　額

予算計上額

前年度補正後予算
額同額

前年度同額 前年度同額

予算計上額

事業費予算の
内容

実　績　額 8,420

一 般 財 源

3,420

事 業 費 合 計 計　画　額 498,000

実　績　額

後見人等報酬見込
の増額による増

補助金等の未執行
による減

補助金等の未執行
による減

補助金等の未執行
による減

成年後見制度普及
啓発事業を新規計
上

前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度予算なし
23年度新規計上

前年度同額 前年度同額 実績に基づく通信
運搬費に減額によ
る減

補助金等の未執行
による減

補助金等の未執行
による減実績との比較

（増減理由）

申請0件 3月補正
△252千円

所要見込額の減 補助金等の未執
行による減

通信運搬費
3月補正7千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 498 498 498 498 498 498 498 498 498

実績値 0 70 20 193 140 27 178 1 1

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 0 1 2 3 1 1 3 1 1

ほぼ達成されている ほぼ達成されている あまり達成されていない

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

変わらない 少し上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
予算計上初年度と
いうこともあった
ためか、市長申立
はなく、補助申請
もなかった。しか
し、今後は認知症
高齢者の増加に伴
い、事業の必要性
が増していくと考
えられる。

自己分析：
市長が申立人とな
り1件の申立を
行った。認知症高
齢者の増加に伴
い、件数が増えて
いくと考えられ
る。

自己分析：
市長が申立人とな
り2件の申立を
行った。認知症高
齢者の増加に伴
い、件数が増えて
いくと考えられ
る。

判断理由：
1件の市長申立を
行い、高齢者の在
宅生活の支援につ
ながったことか
ら、良好と判断し
た。

自己分析：
実績では、申立て
の通信費2件と後
見人報酬1件とな
り、認知症高齢者
の増加も含め必要
性は高いと判断し
ている。
　市民対象に本制
度に関わる講座及
びフォローアップ
研修も実施してお
り、今後も制度周
知含め事業の充実
を図る。

自己分析：
実績は、後見人報
酬1件であり、認
知症高齢者の増加
も含め必要性は高
いと判断してい
る。
　これまでも市民
対象に本制度に関
わる講座等を実施
してきたが、平成
29年4月より砂川
市成年後見支援セ
ンターが開設され
各種取組を実施す
る予定であること
から、今後もセン
ターを中心に制度
周知含めさらに事
業の充実を図る。

判断理由：
成年後見人の報酬
補助も１件あり、
市長申立含め、高
齢者の在宅生活の
支援につながった
ことから、良好と
判断した。

自己分析：
実績として計画値
を大きく下回って
いるが、市長が申
立人となり1件の
申立を行ってお
り、認知症高齢者
の増加も含め必要
性は高いと判断し
ている。
　今後も砂川市成
年後見支援セン
ターと連携し、制
度周知を含めさら
に事業の充実を図
る。

自己分析：
実績として活動指
標の計画値を大き
く下回っている
が、後見人報酬が
3件あり、成果指
標は計画値を上
回っている。認知
症高齢者の増加も
含め必要性は高い
と判断している。
　今後も砂川市成
年後見支援セン
ターと連携し、制
度周知を含めさら
に事業の充実を図
る。

自己分析：
実績としては0件
であったが、成年
後見制度自体の利
用件数は少しずつ
増えている状況で
ある。そのような
中で制度の理解不
足、費用負担が困
難なことから制度
利用が進まないと
いう事態に陥らな
いため、成年後見
センターと連携を
図りながら、成年
後見制度利用支援
事業の制度周知を
含めさらに事業の
充実を図る。

自己分析：
実績としては計画
値を下回っている
が、成年後見制度
自体の利用件数は
少しずつ増えてい
る状況である。そ
のような中で制度
の理解不足、費用
負担が困難なこと
から制度利用が進
まないという事態
に陥らないため、
成年後見センター
と連携を図りなが
ら、成年後見制度
利用支援事業の制
度周知を含めさら
に事業の充実を図
る。

判断理由：
成年後見人の報酬
補助及び市長申立
については実績が
あり、高齢者の在
宅生活の支援につ
ながったことか
ら、良好と判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：助成金額 指標の求め方：助成金額（市負担金額）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用件数 指標の求め方：利用件数

1

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

498

9

成果指標１
（単位/件　）

2

H30：
成年後見人の報酬及び市長申立については活用されており、認知症高齢者の増加を鑑みると、今後は需要が増え
る要素もあり現状のまま事業継続する。

総合評価の判断理
由または指標の実
績値に関する自己
分析

自己分析：
実績では計画値
を大きく下回っ
ているが、認知
高齢者の増加も
見込まれ事業の
必要性は高いと
判断している。
　市民対象に本
制度に関わる講
座及びフォロー
アップ研修も実
施しているとこ
ろであり、今後
も制度周知含め
事業の充実を図
る。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
平成24年度に1件の市長申立を行ったが、認知症高齢者の増加に伴い件数
が増えていくことが予測されることから、現状のまま継続する。

H28：
　平成27年度に成年後見人の報酬（補助）の実績もあり、認知症高齢者の
増加を鑑みると、今後は需要も増える要素もあり現状のまま事業継続す
る。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)


